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【研究課題の概要・目的】 

アレルギー疾患の有症率調査は、アレルギーに関する様々な対策・事業における計画、効果判

定の基礎データとして必須である。しかし、個人情報の扱いなどの社会事情が変化し電話調査や

訪問調査、学校調査など既存の調査の継続が困難になることが今後予想される。そのなかで、イ

ンターネット環境は近年整備されインターネットを利用した調査は将来の継続性も含め新たな調

査手法として期待されている。そこで本研究ではインターネットを利用した小児の気管支喘息を

中心としたアレルギー疾患の疫学調査を実施し、インターネット調査手法の信頼性、有用性、継

続可能性を検討し対象地域のインターネット調査におけるアレルギー疾患の有症率を算出するこ

とを目的とする。さらに、インターネットによる調査の利点、欠点、適切な調査時期を明らかに

しインターネットを利用した疫学調査の将来性について検討する。 
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２．平成 24 年度の研究目的 

有症率が高く社会損失の大きいアレルギー疾患において疫学調査は、様々な疾病対策の基礎デ

ータとなる。これまで気管支喘息を中心に多くの小児アレルギー疾患疫学調査が行われてきたが、

個人情報の扱いなどの社会事情が変化し、人的・金銭的コスト、サンプルの偏り、回収率の低下

などの理由で既存の電話調査、訪問調査や学校調査は今後の継続が難しくなることが予想される。

その中でインターネットを利用した調査は既存の調査とは異なり今後継続性が期待でき、近年疫

学調査において利用され始めている 1)。保健福祉事業に対する評価を念頭に疫学調査を継続する

にあたり、将来において継続可能性の高い手法としてインターネットを利用した調査はインター

ネット環境が整いつつある日本において検討すべき手法である。 

本研究では第一にインターネット調査と他の調査との手法の違いによる有症率の比較および再

現性調査を検討しインターネット調査の特徴を明らかにする。さらに、喘息発作は季節により発

症頻度が違うことは示されているが、それが有症率調査にどのような影響を与えているかは明ら

かにされていない。インターネット調査は従来の方法に比べて短期間に調査が行える利点がある

反面、調査時期が短期間であるため既存の調査より時期の影響を受けやすい調査であることも想

定される。そのため毎月調査を実施して調査時期による有症率の影響を検討し、調査対象地区に



おける喘息の症状有症率を比較検討することを目的とする。 

 

３．平成 24 年度の研究対象及び方法 

1）インターネット調査と学校調査（紙媒体調査）との比較 

日本で最も大規模な小児のアレルギー疾患疫学調査のひとつである西日本調査が、2011 年に行

われ、その調査は日本で広く利用されている American Thoracic Society Division of Lung 

Diseases (ATS-DLD)2)と現在世界で最も利用されている International Study of Asthma and 

Allergies in Childhood (ISAAC)3)の 2 種類の調査用紙を用いて行われている。調査方法は今年

度の環境再生保全機構委託業務『小児気管支喘息の経年変化および地域差に関する研究（研究代

表者：小田嶋博）』に詳細が記載されている。その調査と学齢、時期を一致させインターネット調

査を行うことで学校調査との調査手法による相違点を比較検討する。 

ATS-DLD と ISAAC 調査は紙に記入する形が原型であるが、インターネット調査を行うにあたり

ウエブ画面に適した形に変更した。調査対象は日本で最大の会員数をもつインターネット調査会

社、株式会社マクロミルのリサーチ会員に対して実施した（図 1）。インターネット調査の対象学

齢は西日本調査と同じ小学 1～6年生とし、対象地域を福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、

宮崎県、鹿児島県の九州 7県とした。質問項目は ATS-DLD と ISAAC の症状質問項目のみを実施し、

2011 年 9 月に行った。事前に本調査の趣旨にあう対象者をリストアップするため、調査対象地域

に在住のマクロミルのリサーチ会員に対して、子どもの学齢、性別について質問する予備調査を

実施した。その対象者から西日本調査と都道府県の調査人数比率、学年比率ができるだけ近くな

るようサンプリングを行い、958 名の保護者に対して調査を依頼した。本調査の趣旨を説明の上、

同意のとれた保護者を対象に調査を行った。実施後は自動集計され、個人が特定されないデータ

として、研究班に納品された。 

 

図１ インターネット調査の流れ 

 



2） 調査時期の有症率に与える影響の検討 

 助成対象地域とその周辺地域（千葉県、東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、三重県、大阪府、

兵庫県、岡山県、福岡県）に住む 6－12 歳の子どもをもつ保護者を対象に ISAAC 質問票の項目を

質問し、2012 年 2 月から 2013 年 1 月までの 12 か月に呼吸器症状を毎月計 12 回、鼻,眼症状及び

皮膚症状を季節ごと計 4回調査した（表 1）。1回の調査につき小児サンプル数 2000 名を目標にラ

ンダムに保護者に依頼した。また、各保護者の回答は本調査において 1回とし、複数回の回答は

ないように選出した。 

 

表 1 月別の調査実施項目 

 

倫理面への配慮 

 インターネットリサーチ会社へアンケート会員として登録している段階で同意はいただいてい

るが、健康面に関する質問もあるため質問用紙に回答いただく前に当調査の趣旨を説明の上同意

いただいた保護者に対して調査を行った。調査を理解できるお子様に対しては、保護者から説明

していただくように依頼した。また、東京都立小児総合医療研究センターの倫理委員会の承諾を

得た後本調査を実施した。 

 

４．平成 24 年度の研究成果 

1）インターネット調査と学校調査（紙媒体調査）との比較検討 

 958 名に依頼し 894 名が回答いただき 93.3％と高い回収率がえられた。小学生の対象として

1254 サンプルが回収できた。九州地区におけるインターネット調査と西日本調査の九州地区での

対象者の比較を表 2に示す。 

 インターネット調査は、男女比、都道府県比ともに西日本調査と大きな違いがない対象に調査

が実施可能であった。インターネット調査による喘息症状の有症率は ATS-DLD による喘息期間有

症率 6.9％、ISAAC による喘鳴有症率 13.0％となった（表 3）。西日本調査と比較すると、ATS-DLD

で 1.56 倍、ISAAC で 1.45 倍有意に高い結果となった 

 

 

 

 

 

 

 2012 年 2013 年

調査月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 

喘 鳴 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

アレルギー性鼻結膜炎 ○ ○ ○ ○ 

湿 疹 ○ ○ ○ ○ 



表 2 インターネット調査と学校調査対象者の比較 

 

 
インターネット調査 

西日本調査 

（九州地区のみ） 

n 構成割合(%) n 構成割合(%) 

学 齢 

小学 1年生 218 (17.4) 4409 (16.7) 

小学 2年生 210 (16.7) 4220 (16.0) 

小学 3年生 217 (17.3) 4338 (16.4) 

小学 4年生 219 (17.5) 4614 (17.4) 

小学 5年生 200 (15.9) 4497 (17.0) 

小学 6年生 190 (15.2) 4373 (16.5) 

性 別 

男子 634 (50.6) 13377 (50.6) 

女子 620 (49.4) 13074 (49.4) 

地 域 

県庁所在地もしくは 

政令指定都市 561 (44.7) 11279 (42.6) 

福岡県 332 (26.5) 6218 (23.5) 

佐賀県 161 (12.8) 4435 (16.8) 

長崎県 259 (20.7) 6014 (22.7) 

大分県 172 (13.7) 3479 (13.2) 

熊本県 132 (10.5) 2707 (10.2) 

宮崎県 63 (5.0) 1078 (4.1) 

鹿児島県 135 (10.8) 2520 (9.5) 

 

 

表 3  インターネット調査と学校調査の喘息症状有症率の比較 

 

 インターネット調査 学校調査 P-value Odds ratio*(95%CI)

ATS-DLD     

喘息期間有症率 6.9% 4.6% <0.001 1.56 (1.24-1.95) 

ISAAC     

喘鳴期間有症率 13.0% 9.3% <0.001 1.45 (1.22-1.72) 

*: adjusted for age, gender, prefecture and living area 

 



2）調査時期の有症率に与える影響の検討 

 回収率は 85.1%～97.2%ととなり、1 か月平均 2070 名（1968～2224 名）で計 24850 名の 6－12

歳の回答が得られた。年齢の分布は 6歳 16.0%、7 歳 14.9%、8 歳 14.4%、9 歳 13.7%、10 歳 14.7%、

11 歳 13.5%、12 歳 12.8%と低年齢にやや多い傾向があった。男女比はほぼ半数ずつで、地域は関

東地区（千葉県、東京都、神奈川県）が 50.9%をしめた（表 4）。 

 

           表 4    調査対象  

  n 構成割合(%) 

サンプル数 24850 

年齢 

6 3964 (16.0) 

7 3691 (14.9) 

8 3581 (14.4) 

9 3404 (13.7) 

10 3664 (14.7) 

11 3361 (13.5) 

12 3185 (12.8) 

性別 

男子 12443 (50.1) 

女子 12407 (49.9) 

地域 

関東 12644 (50.9) 

中部 4544 (18.3) 

近畿 6876 (27.7) 

中国 318 (1.3) 

九州 464 (1.9) 

助成対象地域 15226 (61.3) 

助成対象外地域 9624 (38.7) 

 

 最近 1か月と最近 12 か月の喘鳴期間有症率の月別の推移を図 2に示す。平均の期間有症率は 1

か月 5.0％、12 か月 14.9％であった。1 年間で 1 か月の喘鳴期間有症率は 3.9％から 8.1％、12

か月の期間有症率は 12.8%から 18.0%までの幅があった（図 2）。また、1か月の喘鳴期間有症率と

12 か月の喘鳴期間有症率は強い相関を示した（R2=0.73, P<0.001）(図 3)。また、季節毎に行っ

た 12 か月のアレルギー性鼻結膜炎期間有症率は春（5月）に 24.3％と最も高く冬（2月）は 16.1％

と低かった。湿疹期間有症率は 14.6％（冬）から 16.0％（春）と季節による影響は小さかった。

（図 4） 

 



 

図 2 最近 1か月と最近 12 か月の喘鳴期間有症率の月別の推移 

 

図 3 最近 1か月と 12 か月の喘鳴期間有症率の関係 

 
 

図 4 季節別の最近 12 か月のアレルギー性鼻結膜炎期間有症率と湿疹期間有症率 
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 1 年間行った調査結果を地域および助成対象地域と対象外地域で比較検討した。中国および九

州地方は対象人数が少ないため、中国・九州地区として計 782 名の有症率を算出した。喘鳴期間

有症率は、関東地方 16.1%、中部地方 11.8%、近畿地方 14.2%、中国・九州地方 19.0％となった

（図 5）。また、助成対象地域は助成対象外地域と比較して 1.1～1.2 倍喘息症状の有症率は高か

った （表 5）。 

 

 
            図 5 喘息症状有症率の地域差 

 

表 5 助成対象地域と助成対象外地域の喘息症状有症率の比較 

 

助成対象地域(%) 助成対象外地域(%) p value OR* 95%CI 

喘鳴期間有症率 15.4 14.1  0.002 1.12 1.04-1.21 

重症喘息有症率  5.3  4.5 0.007 1.18 1.05-1.33 

EIA 有症率  6.8  5.8 <0.001 1.21 1.09-1.35 

喘息既往率 18.1 17.1 0.018 1.09 1.01-1.16 

*: adjusted for age, gender, area and research period 

 

５．考察 

あらゆる疾患において疫学調査は、その疾患の動向を知り原因の検索、治療方法の開発、予防

対策を計画する上でもっとも基本的なデータである。さらに繰り返し調査を行うことで、詳細な

動向を分析・予測することでより適切な疾病対策を行うことができるようになる。環境によって

大きく変化すると考えられる疾患においてはその動向は医療経済的にも、医療政策的にも大きく

影響している。とりわけ気管支喘息は、1960 年代から地域的に急増し、その原因として大気汚染

による公害喘息が社会的問題となった。その後、大気汚染の改善に伴って喘息有病率は減少して

いるが、大気汚染と関連性の少ない地域でも増加傾向にあることがわかってきた。 

国際的に実施されている ISAAC 調査、ECRHS 調査では、いわゆる先進国においてアレルギー疾

患の増加が著しいことが判明した。その他の要因疫学調査などにより喘息発症には、遺伝要因、

感染症、喫煙、衛生状態、栄養状態をはじめ多くの環境要因がかかわっていることが推定されて
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きた。これらは、衛生仮説としてその検証をする研究が世界中で進められている。国内での喘息

疫学調査は、局地的な調査、指定地域における調査として 1960 年代ごろから実施されているが、

全国規模、恒常性のある調査用紙での調査は数少ない。調査対象に関しては、その対象地域の全

数調査が望ましいが、調査費用の制約から抽出せざるをえない。母集団の推定有病率からサンプ

ル数を決定することになるが、ISAAC 調査では、学校を対象として、3000 人以上のサンプル数が

望ましいとしている。国際的に標準法とされる調査方法は、ATS-DLD 調査用紙と ISAAC 調査用紙

があり国内でも 1982 年から実施されている西日本小学生の調査では、ATS-DLD 調査用紙が使用さ

れている。ISAAC 調査用紙は、1990 年代から世界 37 カ国で同時に実施する研究で使用され現在の

世界標準になっている。国内では福岡県での調査があり、これらのデータは、経年的に比較する

ことができることになり非常に貴重なものである。 

本研究においては、対象者は小児を全国的に集める必要があり、従来の訪問調査、電話調査、

学校調査では時間的にも作業的にも困難であるためインターネットを使用した調査方法を採用し

た。インターネット調査は、インターネット調査を専門とする調査会社に登録されたリサーチ会

員に対して実施する。このため調査の質は、リサーチ会員の特性に左右されることになる。今回

採用した調査会社は、マクロミルというインターネット調査を専門とする企業である。本調査会

社のリサーチ会員は、107 万人で日本の人口の約 1％に相当し、調査を専門とする会員であり、本

人確認がとれている、重複登録、不正登録防止、矛盾回答者のチェックが行えるようになってい

る。回答に対しては、謝礼が支払われる仕組みとなっている。リサーチ会員の属性、従来の様々

な調査との比較を行い十分に代表性があることが示されている。ただし、会員の年齢が 20～50

歳代が大半を占めているためそれ以外の年齢層の調査が困難である。小児に関しては、保護者の

代理回答という方法で調査することになる。インターネット調査の特徴としては、すでに会員の

属性が把握できているので条件を絞り込むことができる。予備調査、本調査と段階的に進めてい

くことが可能なこと。画面での回答がそのまま入力となり調査者での入力の手間がないこと、実

施期間を短期間に設定することが可能である。 

西日本の学校調査と同地域のインターネット調査では、インターネット調査が約 1.5 倍高い値

を示した。これは、学校調査とインターネット調査がそれぞれ母集団の代表としてそれなりの理

由付けがされている中で得られた結果であるのでサンプリング方法を明記して比較していくこと

になる。 

季節変動は、月別の変動に関しては、従来の調査方法では、困難な調査であり迅速に実施でき

るインターネット調査の利点である。従来から喘息症状の季節変動があることから調査時期によ

って有症率に変化が見られることは予測されてきたことであるが、この手法でその変動を明確に

示すことができた。１か月の期間有症率をみると一般的に最も症状が少ない時期とされている 8

月では有症率はもっとも低く 3.9％になっていたその後秋にかけて発作法初時期で高くなってい

ることが検証された。今後の喘息有症率調査の実施時期に関して重要なデータとなった。 

地域による喘息有症率の違いは、これまでの全国調査でも示されてきているが、今回は、助成対

象地域と非助成対象地域で少しであるが差があることがわかった。現時点では単純に大気汚染と

の関連性があるとは言えないので注意が必要である。 

 

 

 



６．次年度に向けた課題 

 疫学調査は、全数調査でない限りそのサンプリングの代表性が問われる。学校調査でも地域に

よっては私立学校が多く、公立校を対象とした従来のサンプリングでは難しくなっている。イン

ターネット調査では、代表性は評価されるようになってきているがより信頼性を高めるには時間

がかかるものと考えら今後の課題である。しかし、疾患の動向を観察していくためには経済性、

迅速性が高く、労力のかからない方法で行う必要があるのでインターネット調査の質を高めるこ

とが課題となる。 

 

７．期待される成果及び活用の方向性 

 インターネット調査の信頼性が高まることで、短期間で効率的に疫学調査が実施できる。地域

での比較、年齢、性別、経年的変化など基本的な要因に加え、治療状況、治療効果、喘息に関す

る講演会、セミナー、相談会、喘息キャンプ、水泳教室ほか各種事業への参加状況による治療内

容、医療機関受診状況、治療効果を調査することも可能になる。 

 さらに調査会社を利用したインターネット調査では、調査終了後も同一の回答者に再調査を行

ったり、介入を行うことが可能でありさまざまな情報提供を行うことも可能である。 
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